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第１ 審査会の結論 

   別表１（あ）欄に掲げる本件請求に係る公文書につき、その一部を非開示とし、

本件請求（４）に係る公文書を不存在とした決定は、妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要 

 １ 公文書開示請求 

  審査請求人（以下「請求人」という。）は、群馬県情報公開条例（平成１２

年群馬県条例第８３号。以下「条例」という。）第１１条の規定に基づき、群

馬県知事（以下「実施機関」という。）に対し、令和４年１月１２日付けで、

「聞くところによると最近、○○市○○町○○地区に○○の電気業者が木質バ

イオマス発電設備を建設し稼働する事業計画を立てているようです。ついては、

当該事業計画について、以下の情報。（１）業者が群馬県に提出している事業

計画内容を記した資料。（２）燃料の木材チップの調達先と調達ルートがわか

る情報。（３）周辺住民の方がに対する説明会開催予定がわかる情報。（４）

この事業に投入されている各種補助金の内容がわかる情報。（５）この事業に

関するそのほかの関連情報（業者とのやりとりを記したメモ等）。」の公文書

開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。 

 

 ２ 実施機関の決定 

実施機関は、本件請求（１）ないし（３）及び（５）に係る公文書を別表１

（あ）欄の公文書と特定し、条例第１８条第１項の規定に基づき、令和４年１月

２５日付けで公文書部分開示決定（以下「本件処分１」という。）を行い、別表

１（い）欄に係る公文書の一部を開示しない理由を別表１（う）及び（え）欄の

とおり付して、請求人に通知した。また、本件請求（４）に係る公文書を保有し

ていないとして、条例第１８条第２項の規定に基づき、同日付けで公文書不存在

決定（以下「本件処分２」という。）を行い、請求人に通知した。 

   

 ３ 審査請求 

   請求人は、実施機関に対して、本件処分１及び本件処分２を不服として、行政

不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づき、令和４年３月２

９日付けで審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

 

 ４ 弁明書の送付 

   実施機関は、行政不服審査法第９条第３項において読み替えて適用する同法第

２９条第２項の規定に基づき、令和４年５月２０日付けで弁明書を作成し、その

副本を請求人に送付した。 
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 ５ 諮問 

   実施機関は、条例第２６条の規定に基づき、群馬県公文書開示審査会（以下

「審査会」という。）に対して、令和４年１２月２６日、本件審査請求に係る事

案（以下「本件事案」という。）についての諮問を行った。 

 

 ６ 意見書の提出 

請求人は、条例第３２条の規定に基づき、令和５年３月３日付けで意見書を

作成し、審査会に提出した。 

 

第３ 争点 

   条例第１４条第２号又は第３号に該当するとして請求された公文書の一部を非

開示とした本件処分１が妥当かどうか。請求された公文書の一部が不存在である

とした本件処分２が妥当かどうか。 

 

第４ 当事者の主張 

１ 請求人の主張要旨 

 （１）審査請求の趣旨 

    本件処分１及び本件処分２を取り消し、開示決定を求める。 

 （２）審査請求の理由 

   請求人の主張する審査請求の理由は、審査請求書及び意見書によると、お

おむね以下のとおりである。 

  ア 本件請求（４）を不存在としたことについて 

処分庁は、不存在理由として、補助事業に関する申請履歴はこれまでな

いとしているが、木質バイオマス発電事業において、間伐材利用を一部で

も計画している限り、補助金の利用は確定的である。しかも、木質バイオ

マス発電を計画している事業者（以下「特定事業者」という。）は林業機

械の整備をこれから行う予定だという。よって、特定事業者が本件事業に

係る補助事業等に無縁であるはずはなく、補助事業に関する情報が存在し

なければならないので、処分庁の判断は失当である。 

「相談を受けた記録がない」とすると、杜撰な計画により、不十分な設

備や施工、運営により周辺への騒音や粉塵や排水、排ガスなどの環境負荷

の影響が懸念される。 

   イ 条例第１４条第３号イ該当性について 

条例第１４条第３号（法人等事業情報）イは、「公にすることにより、

当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれがあるもの」と定めているが、当該情報は、資源エネルギー庁のガ

イドラインにもあるとおり、周辺住民とのコンフリクトを回避するために、
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事前に事業計画について周知のために特定事業者が誠意をもって説明すべ

き情報である。今回、特定事業者は本件事業施設の出力が2,000キロワット

未満であるとして、地元説明会の開催を不要としており、資源エネルギー

庁の指針に違背する対応をとっている。特定事業者の義務が果たされない

以上、行政からの情報開示が不可欠である。 

今回の事業計画では、木質燃料を間伐材のみならず、産業廃棄物由来の

木質廃材の利用を念頭に置いている。しかも、産廃由来の木質燃料が、搬

入される木質チップの大半を占めることから、余計、得体のしれない業者

や調達ルートについての地元住民の不安は増大することになる。さらに特

定事業者は従業員１０人そこそこの事業規模であり、これまで林業や木質

バイオマス発電事業に関わった経験がなく、黒塗りだらけの事業計画を見

ても、行政のお墨付きを得た林業事業体認定機関や、バイオマス発電事業

の経験豊富と思しき法人から技術的支援を受け、さらに金融機関からも支

援を受けるとしており、新事業に参入するとはいえ、さながらダミーのよ

うな事業者とみなすことができる。本当に事業を問題なく円滑に実施でき

るかどうかを、地元住民らがきちんと認識できるようにするには、特定事

業者が自ら地元説明会を開き、地元住民の懸念や不安にきちんと誠意をも

って説明する姿勢が何より重要であるが、前述のとおり、特定事業者は出

力2,000キロワット未満を理由に地元説明会を開催しないと自らの責務を放

棄しており、処分庁がこうした取引先や投資や調達資機材の情報について、

なんでもかんでも内部管理情報として判断するのは容認し難い。 

「権利」とは、信教の自由、集会・結社の自由、学問の自由、財産権等、

法的保護に値する権利一切を指すが、今回特定事業者が使用する間伐材に

ついては、緑の県民税も投入されており、ＣＯ２削減対策の決め手の一つ

として運用されるＦＩＴ制度を利用する事業でもあり、特定事業者の権利

よりも公共性が重視されるべきである。 

「競争上の地位」とは、法人等又は事業を営む個人の公正な競争関係に

おける地位を指すが、限られた間伐材の有効利用の観点から、本件事業に

競争性はそもそも概念として成立しえない。 

「その他正当な利益」とは、ノウハウ、信用等、法人等又は事業を営む

個人の運営上の地位を広く含むものであるが、事業を立ち上げるノウハウ

もカネも燃料調達ルートや林業機械すら全く持たない特定事業者にとって、

外部からの支援が不可欠であり、そうした外部からの支援状況を担保する

情報は、地元住民に対して当然に開示されるべきものであることは明らか

である。 

「害するおそれ」があるかどうかの判断に当たっては、法人等又は事業

を営む個人には様々な種類、性格のものがあり、その権利利益にも様々な
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ものがあるので、法人等又は事業を営む個人の憲法上の権利（信教の自由、

学問の自由等）の保護の必要性、当該法人等又は事業を営む個人と行政と

の関係等を十分考慮して適切に判断する必要があることは言うまでもない。

ちなみに、この「おそれ」の判断に当たっては、単なる確率的な可能性で

はなく、法的保護に値する蓋然性が求められる。 

 

２ 実施機関の主張要旨 

   実施機関の主張は、弁明書及び実施機関の口頭での説明（以下「口頭説明」と

いう。）によると、おおむね以下のとおりである。 

 （１）弁明書における主張要旨 

   ア 本件請求（４）を不存在としたことについて 

木質バイオマス発電事業に投入しうる補助事業は、実施機関が所管する

補助事業には存在せず、過去に補助金の投入について相談を受けた記録も

存在しない。 

   林業機械の整備に係る補助事業に関しては、特定事業者から提出された

「林業事業体としてのビジョンについて」と題する文書に記載されている

「令和３年度中小企業等事業再構築促進事業」については、中小企業庁の事

業再編構築補助金事務局が所管している。また、これ以外の実施機関が所管

する補助事業の投入に関する相談の記録や、補助金申請が実施機関に対して

行われた記録も存在しない。 

   イ 法人の従業員の情報について 

法人の従業員の氏名及びメールアドレスは、個人を識別できるものであ

り、公にすると当該個人の権利利益を害するおそれがあるため非開示とし

た。 

   ウ 法人の事業情報について 

以下の情報については、内部管理情報であり、公にすることにより、競

争相手に知られた場合、特定事業者の競争上の地位その他正当な利益を害

するおそれがあるため、条例第１４条第３号イに該当すると考え、非開示

とした。 

（ア）供給に係る事業者・事業地情報及び各種燃料使用量・調達価格等に係る

記載 

（イ）事業費用に係る部分及び保守点検責任者情報及びバイオマス燃料の使用

量・比率 

エ 特定事業者を除く事業者の情報 

当該情報は、第三者に関する情報であり、公にすることにより、競争相

手等に知られる蓋然性が高く、当該第三者の競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれがあるため非開示とした。 
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（２）口頭説明 

ア 実施機関で行う事務は、「再生可能エネルギー固定価格買取制度」の「木

質バイオマス発電設備」の事業計画のうち、「バイオマス燃料調達及び使

用計画」の内容について事業者から説明を受け、計画に対する実施機関の

意見を述べるにとどまる。 

イ 部分開示決定とした理由は、本件の再生可能エネルギー発電事業計画につ

いて、資源エネルギー庁の認定を受ける前であり、計画審査中に特定事業

者の経営に関する情報等、内部管理情報を実施機関が第三者に公表するこ

とで、審査の結果に影響を及ぼすおそれがあると判断した。当該事業計画

を所管しない実施機関は、今回非開示とした部分について、資源エネルギ

ー庁の計画審査に影響を及ぼすおそれがないとは断定できないことから、

特定事業者の競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると解釈

し、条例第１４条第３号イにより部分開示とした。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件審査請求について 

  本件請求に係る公文書は、別表２の文書１ないし８の公文書である。 

  実施機関は、本件請求のうち（１）ないし（３）及び（５）に係る公文書を

本件請求に係る公文書（以下「本件公文書」という。）と特定した上で、本件

公文書の一部について条例第１４条第２号又は第３号に該当するとして、その

一部を非開示とする本件処分１を行った。また、本件請求のうち（４）に係る

公文書については、保有せず不存在であるとして本件処分２を行った。これに

対し請求人は、本件処分１を取り消し、非開示部分を開示するとともに、本件

処分２に係る公文書について、文書を特定し、開示することを求めている。 

そこで、審査会において本件公文書を見分した結果を踏まえ、以下、本件処分

１及び本件処分２の妥当性について検討する。 

 

 ２ 本件処分１の妥当性について 

（１）本件公文書について 

本件公文書は、特定事業者が再生可能エネルギー電気の利用の促進に関す

る特別措置法（平成２３年法律第１０８号）に基づき、経済産業大臣あてに再

生可能エネルギー発電事業計画の認定の申請を行うに際し、実施機関に事前に

説明を行った際に提出した下書き段階の申請書及び関係する文書である。 

   審査会で本件公文書を見分したところ、非開示とされている部分には、別

表２に記載されている情報が記載されていた。 

（２）条例の定めについて 

ア 個人に関する情報について 
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条例第１４条第２号本文前段では「個人に関する情報であって、当該情

報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別する

ことができるもの」を非開示情報として定めている。 

そして、一般に公にされており個人の権利利益を侵害せず非開示にする

必要のない情報、個人の権利利益を侵害しても開示することによる公益が

優先するため開示すべき情報及び公務員の職務の遂行に関する情報を同号

ただし書イないしハで非開示情報から除くこととしている。 

イ 法人等事業情報について 

条例第１４条第３号では「法人その他の団体に関する情報又は事業を営む

個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。」とし「イ 公に

することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあるもの」を法人等に関する非開示情報として定め

ている。 

そして、当該情報を公にすることにより保護される人の生命、健康等の利

益と、これを公にしないことにより保護される法人等又は事業を営む個人の

権利利益とを比較衡量し、前者の利益を保護することの必要性が上回るとき

には、当該情報を、同号ただし書において非開示情報から除くこととしてい

る。 

（３）非開示情報該当性について 

   本件公文書のうち、その一部が条例第１４条第２号又は第３号に該当する

として非開示とされていることから、その該当性について検討する。 

   なお、本件処分１において実施機関が条例第１４条第４号イに該当すると

した記載は、いずれも同条第３号イの誤りとのことである。 

ア 文書１～７ 

（ア）特定事業者に関する情報 

非開示とされている別表２の項番３ないし５、８ないし１１、１４、１

５及び１７ないし１９には、特定事業者が保有する予定の林業機械の情報、

過去の収支及び今後の収支の見込み、融資を予定している金額、工事費用、

保守点検費用、廃棄等費用及び毎月積立金額、現在の有資格者数、今後の

雇用を予定する人数並びに内部要因のうち「弱み」に係る分析が記載され

ている。また特定事業者及びその取引先事業者における木質バイオマス燃

料の入荷量及び入荷計画並びに取引先事業者の主な出荷先が記載されてい

る。 

これらは、通常公にされていない特定事業者の内部管理情報であると認

められ、これを公にすることにより、特定事業者の権利、競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれがあると認められることから条例第１４条

第３号イに該当する。また、非開示部分に記載された情報は、発電設備等
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からの臭気、稼働音及びばい煙の発生等に対する周辺環境への配慮につい

て記載した部分に当たらず同号ただし書に該当する事情は認められないか

ら、非開示としたことは妥当である。 

  （イ）特定事業者の取引先に関する情報 

ａ 取引先事業者の名称等について 

    非開示とされている別表２の項番１、２、６、７、１２、１３、１６

及び２３には、燃料調達事業者の名称・団体認定番号、林業事業につい

て技術指導を行う者の名称、認定経営革新等支援機関の名称、金融機関

の名称及び保守点検業者の名称が記載されており、いずれも特定事業者

の取引先事業者を特定できる情報である。 

当該部分は公にすることにより、特定事業者と競合関係にある事業

者等が各取引先へ働き掛けを行うなどの対抗措置を講ずるおそれがあり、

ひいては、特定事業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれがあると認められることから条例第１４条第３号イに該当し、前

記（ア）と同様に同号ただし書に該当する事情は認められないから、非

開示としたことは妥当である。 

  ｂ 法人の代表者の印影について 

非開示とされている別表２の項番２２には、特定事業者及び燃料調

達業者の代表者の印影が記載されている。 

当該印影は、押印された書類等の記載事項の内容が真正なものであ

ることを示す認証的機能を有するものであり、これを公にすることによ

り、印影が偽造され悪用されるおそれがある等、当該法人の権利、競争

上の地位その他正当な利益が害されるおそれがあると認められることか

ら条例第１４条第３号イに該当し、前記（ア）と同様に同号ただし書に

該当する事情は認められないから、非開示としたことは妥当である。 

イ 文書８について 

   文書８は、特定事業者と提携する事業者（以下「提携事業者」という。）

が実施機関とやり取りした複数のメールである。 

（ア）担当者の氏名及びメールアドレスについて 

非開示とされている項番２４には、提携事業者の担当者の氏名及び当該

氏名がその一部に使われているメールアドレスが記載されている。 

これらは条例第１４条第２号本文前段に規定する個人に関する情報であ

って、特定の個人を識別できるものであると認められる。 

同号ただし書該当性について検討すると、非開示部分に記載された情報

は、発電設備等からの臭気、稼働音及びばい煙の発生等に対する周辺環境

への配慮について記載した部分に当たらないため、ただし書ロに該当せず、

イ及びハのいずれにも該当する事情も認められない。 



 - 8 - 

したがって、当該部分は、条例第１４条第２号に該当し、同号ただし書

に該当する事情は認められないから、非開示としたことは妥当である。 

（イ）提携事業者を特定できる情報 

  非開示とされている項番２５には、提携事業者の名称、所在、電話番

号及びファクスの番号など提携事業者を特定できる情報が記載されてい

る。 

当該部分を公にすることにより、特定事業者と競合関係にある事業者等

が提携事業者へ働き掛けを行うなどの対抗措置を講ずるおそれがあり、ひ

いては、特定事業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそ

れがあると認められることから条例第１４条第３号イに該当し、前記ア

（ア）と同様に同号ただし書に該当する事情は認められないから、非開示

としたことは妥当である。 

（ウ）提携事業者の事業に関する情報 

非開示とされている項番２６には、提携事業者が関係する別件の事業に

関する事業者の名称等が記載されている。 

提携事業者がいかなる個別事案に関与しているかという情報は、通常公

にされていない当該事業者の内部管理情報であり、当該部分を公にするこ

とにより、本件事業と関係のない提携事業者の契約先等が明らかとなり、

提携事業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある

と認められることから条例第１４条第３号イに該当し、前記ア（ア）と同

様に同号ただし書に該当する事情は認められないから、非開示としたこと

は妥当である。 

 

３ 本件処分２の妥当性について 

（１）実施機関の主張について 

実施機関は、本件事業については、その性質からして木質バイオマス発電 

に関する補助事業及び林業機械の整備に係る補助事業の利用が想定されるとし

ている。 

そして、木質バイオマス発電事業に投入しうる補助事業は、実施機関が所

管する補助事業には存在せず、林業機械の整備に係る補助事業については、特

定事業者は中小企業庁の中小企業等事業再構築促進事業の補助を受ける予定で

あり、実施機関に対しては過去に補助金の投入について相談を受けた記録が存

在しないとしている。 

（２）本件公文書の記載について 

文書２には、特定事業者が令和３年度中小企業等事業再構築促進事業の実

績報告までに主要な林業機械を購入予定であることが記載されている。 

文書３には、特定事業者の林業機械の整備に係る費用に関する記載があり、
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その費用を中小企業等事業再構築促進事業の補助対象経費として予定している

との記載がある。 

（３）判断 

特定事業者による本件事業の実施において利用が想定される補助事業のう

ち、木質バイオマス発電に関する補助事業については、実施機関において補助

制度がないことから、これに関する公文書を取得も作成もしていないとする実

施機関の主張は妥当である。 

また、特定事業者による本件事業の実施において利用が想定される補助事

業のうち、林業機械の整備に関する補助事業については、本件公文書の記載に

よれば、特定事業者は中小企業庁の中小企業等事業再構築促進事業を利用する

予定であるから、同種の補助について実施機関に申請することは通常は想定さ

れず、これに関する公文書を取得も作成もしていないとする実施機関の主張は

妥当である。 

したがって、実施機関において本件請求に係る公文書のうち（４）に関す

る公文書を保有していたとは認められず、不存在としたことは妥当である。 

 

 ４ 結論 

   以上のことから、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

第６ 審査の経過 

   当審査会の処理経過は、以下のとおりである。 

 

審 査 会 の 処 理 経 過 

年  月  日 内    容 

  令和 ４年１２月２６日 諮問 

  令和 ５年 ７月２８日 

  （第９７回 第二部会） 

審議（本件事案の概要説明） 

  令和 ５年１０月１７日 

  （第９８回 第二部会） 

審議（実施機関の口頭説明） 

令和 ５年１２月２１日 

  （第９９回 第二部会） 

審議 

令和 ６年 ３月２９日 

（第１００回 第二部会） 

審議 

令和 ６年 ５月２０日 

（第１０１回 第二部会） 

審議 
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令和 ６年 ７月２３日 

（第１０２回 第二部会） 

審議 

令和 ８年 ９月１４日 答申 

 



○別表１（部分開示決定における非開示部分及びその理由）
　

番号 文書名(あ) 開示しない部分（い） 該当条例（う） 開示しない理由（え）

文書1 回議資料
申請者の取引先に関する情

報

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当

①当該情報は、内部管理情報であり、公に

すると、取引先からの信用を失うなど、申

請者の競争上の地位その他正当な利益を害

するおそれがあるため。

申請者の取引先に関する情

報

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当
①に同じ

林業機械の規格・台数の情

報

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当

②当該情報は、申請者の投資に関する内部

管理情報であり、公にすることで申請者の

競争上の地位その他正当な利益を害するお

それがあるため。

申請者の取引先に関する情

報

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当
①に同じ

林業機械の規格・台数の情

報

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当
②に同じ

申請者の財務・経営・雇用

等に関する情報

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当

③当該情報は内部管理情報であり、申請者

によってむやみに公にしていないものであ

り、公にすると、競争相手に知られる蓋然

性が高く、申請者の競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあるため。

申請者の　事業の分析のう

ち　内部要因のうち「弱

み」に係る情報

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当
③に同じ

申請者の取引先に関する情

報

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当
①に同じ

申請者が負担する費用に関

する情報

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当
③に同じ

申請者の取引先に関する情

報

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当
①に同じ

林業機械の規格・台数の情

報

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当
②に同じ

調達価格等の情報
群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当

当該情報は、一般に契約関係のある事業者

間のみで共有される内部管理情報であり、

公にすると、競争相手に知られる蓋然性が

高く、申請者の競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあるため。

申請者の雇用に関する情報
群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当
③に同じ

文書6
【R031125】燃料の

調達及び使用計画書
文書５に同じ

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当
文書５に同じ

文書2 ビジョン

文書3
林業参画に伴う事業

計画書

文書4
【○○発電所】

認定申請書_抜粋

文書5
【R031117】燃料の

調達及び使用計画書

1 ページ



文書５に同じ
群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当
文書５に同じ

印影
群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当

印影は登録された法人印であり、記載事項

の内容が真正なものであることを示す認証

的機能を有する性質のものであって、申請

者において、むやみに公にしていないもの

であり、公にすることによって印影偽造さ

れ、悪用される等、申請者の正当な利益を

害するおそれがあるため。

法人の従業員の氏名及びア

ドレス

群馬県情報公開条例第１

４条第２号該当

法人の従業員の氏名及びアドレスは、個人

を識別することができるものであり、公に

すると当該個人の権利利益を害するおそれ

があるため。

申請者の取引先に関する情

報

群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当
①に同じ

当該計画と別の第三者情報
群馬県情報公開条例第１

４条第３号イ該当

当該情報は本件とは別の第三者情報であ

り、公にすると、競争相手等に知られる蓋

然性が高く、当該第三者の競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれがあるた

め。

メールやり取り一式文書8

文書7

【R031201】燃料の

調達及び使用計画

書・協定

2 ページ



○別表２（非開示部分に記載されている情報）
　

番号 文書名 項番 記載されている事項

文書1 回議用紙 1 燃料調達事業者の名称

2 林業事業について技術指導を行う者の名称

3 林業機械の能力、台数

4

過去の収支及び今後の収支の見込み

林業事業の収益見込額

林業機械の購入費用及び融資金額

5 申請者の事業の分析のうち「弱み」に係る情報

6
認定経営革新等支援機関の名称

金融機関の名称

7 燃料調達事業者の名称

8
林業機械の規格・台数の情報　型番・金額・特殊な装備、

画像

9
第１種電気工事士の人数

小型車両系建築機械の有資格者の人数

10 雇用する予定の人数

11

系統接続に係る工事費用

保守点検及び維持管理費用総額

廃棄等費用の総額、毎月積立金額

12 保守点検責任者の名称、責任者名、電話番号、法人番号

文書2
林業事業体としてのビ

ジョンについて

文書3
林業参画に伴う事業計

画書

文書4

【○○発電所】

再生可能エネルギー発

電事業計画認定申請書

（抜粋）

1 ページ



13 燃料調達事業者の名称・団体認定番号

14 原材料入荷量、原材料入荷計画量、出荷先

15 林業機械の規格・台数の情報

16 林業事業について技術指導を行う者の名称

17 燃料の調達費用

18 各工程における費用

19 雇用予定者数

文書6

【R031125】バイオマ

ス燃料の調達及び使用

計画書

20 文書５と同じ事項

21 文書５と同じ事項

22 申請者及び燃料調達事業者の代表者印の印影

23 燃料供給者の名称、代表者名、所在

24 提携事業者の担当者名、メールアドレス

25 提携事業者の名称、所在、電話・ファックス番号

26 提携事業者が担当している他の案件に関する情報

文書8

提携事業者と実施機関

のやりとりに関する

メール

文書7

【R031201】バイオマ

ス燃料の調達及び使用

計画書

文書5

【R031117】バイオマ

ス燃料の調達及び使用

計画書

2 ページ


